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 厚生労働省医政局長より各都道府県知事に「広告可能

な診療科名の改正について」（医政発第0331042号、平

成20年3月31目付）が発出された。 

これは、臨床検査科・病理診断科の標榜に係わる事項

として昨年より注目されていた「広告可能な診療科名の

改正について」である。 

通知文によると、「平成18年の良質な医療を提供する

体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法

律(平成18年法律第84号。以下「医療法等改正」という。)

においては、「患者等への医療に関する情報提供の推進」

に関する取組として、適切な医療機関の選択と受診を支

援する観点から、広告可能な事項について大幅な規制緩

和が行われたところである。今般、このような改正趣旨

等を踏まえ、患者や地域住民自身が自分の病状等に合っ

た適切な医療機関の選択を行うことを支援する観点か

ら、広告可能な診療科名の見直しを行うこととし、「医

療法施行令の一部を改正する政令」(平成20年政令第36

号)及び「医療法施行規則の一部を改正する省令(平成20

年厚生労働省令第13号)」が平成20年2月27目に公布さ

れ、同年4月1目から施行されることとなったところであ

る。これらについて御了知の上、管内市町村、関係団体

等にその周知徹底を図っていただくとともに、その円滑

な運用に万全の対応をしていただくようお願いした

い。」としている。 

 これにより、かねてから要望していた「臨床検査科・

病理診断科」の標榜が可能となった。 

すでに、この通知は都道府県庁を経由し、施設に配布

されているはずである。つまり、各々の施設長はこれを

知っているということである。 
各施設の職場責任者は、 

この書類を添付し、法の 
改正により標榜化が許さ 
れていた「臨床検査科」 
の名前を掲げるよう各施 
設に設置されている「臨 
床検査適正化委員会」等 

をとおし、院長決裁を取 

る必要があると考える。 

施設としても、可能な 

限り自前で検査を行って 

いることは受診される患 

者にとっても安心感を与 

えるものである。少なく 

とも“検体検査管理加算 

Ⅰ”以上を収載している 

施設では可能なはずであ 

る。全国で 3,000 を超す 

施設の看板に「臨床検査 

科」としての名前が掲げ 

られる日も近い。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考：http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/kokokukisei/index.html  


